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Ⅰ 検査目的及び項目 

本検査※ は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年法

律第１６６号。）第１６条の３第１項に基づき実施する核燃料物質の加工の事業に関

する規則（昭和４１年総理府令第３７号。）第３条の６第２号に係る使用前検査につ

いて、核燃料物質の貯蔵施設が認可した設計及び工事の方法の申請（以下「設工認申

請書」という。）に従い製作、据付され、所定の性能を有しており、原子力規制委員会

規則で定める技術上の基準に適合するものであることを確認するもので、以下の検査

を実施する。 

なお、原子力規制委員会規則で定める技術上の基準とは、加工施設の性能に係る技

術基準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第１９号。以下「性能の技術

基準」という。）のうち第３条第１項、第４条第３項、第６条第１項、第１０条、第１

２条、第１６条第２項及び第１７条である。 

※原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１５号）附則第７条第１項の規定

に基づき、なお従前の例による。 

 

◯核燃料物質の貯蔵施設 

材料検査、員数検査、配置検査、据付検査、外観検査、作動検査、設計変更の生じた

構築物等に対する適合性確認結果の検査 

 

 

Ⅱ 検査場所 

原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

大阪府泉南郡熊取町朝代西一丁目９５０番地 

  



- 2 - 

 

Ⅲ 検査範囲  

１ 検査対象施設及び範囲     

施

設

区

分 

設備・機器名称 

機器名 
台数 

変更

内容 

分割制定 

1 回 
その 1-1 

２回 
その 1-2 

３回 
その 1-3 

４回 
その 1-4 

核

燃

料

物

質

の

貯

蔵

施

設 

 

輸送容器搬送コンベアNo.1-1 

― 
1 台 

変更
なし － － ◯ － 

輸送容器搬送コンベア No.1-2 
― 

1 台 改造 － － ◯ － 

粉末缶移載装置 No.1-1 
― 

1 台 
変更
なし － － ◯ － 

粉末缶移載装置 No.1-2 
― 

1 台 
変更
なし － － ◯ － 

粉末缶搬送コンベア No.1 
― 

1 台 
変更
なし － － ◯ － 

輸送容器搬送コンベア No.2-1 
― 

1 台 
変更
なし － － ◯ － 

輸送容器搬送コンベア No.2-2 
― 

1 台 改造 － － ◯ － 

粉末缶移載装置 No.2-1 
― 

1 台 
変更
なし － － ◯ － 

粉末缶移載装置 No.2-2 
― 

1 台 
変更
なし － － ◯ － 

粉末缶搬送コンベア No.2 
― 

1 台 
変更
なし － － ◯ － 

原料保管設備Ｄ型 No.1 
― 

1 台 改造 ◯ － － － 

原料搬送設備 No.2 
粉末スタッカクレーン 

1 台 
変更
なし ◯ － － － 

原料搬送設備 No.2 
粉末缶コンベア 

2 台 改造 ◯ － － － 

原料搬送設備 No.2 
粉末缶受台 

1 台 
変更
なし ◯ － － － 

原料搬送設備 No.2 
粉末缶台車 

1 台 
変更
なし ◯ － － － 

原料保管設備Ｅ型 No.1 
― 

1 台 改造 － － － ◯ 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 
粉末搬送機 No.1 

1 台 
変更
なし ◯ － － － 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 
粉末搬送機 No.2 

1 台 
変更
なし － － － ◯ 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 
粉末搬送機 No.3 

1 台 
変更
なし ◯ － － － 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 
粉末搬送機 No.4 

1 台 
変更
なし ◯ － － ◯※ 

保管容器Ｆ型 
― 

13000
個 

変更
なし － － － ◯ 

保管容器Ｆ型 
（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 

― 
1800 個 

変更
なし － － － ◯ 
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施

設

区

分 

設備・機器名称 

機器名 
台数 

変更

内容 

分割制定 

1 回 
その 1-1 

２回 
その 1-2 

３回 
その 1-3 

４回 
その 1-4 

核

燃

料

物

質

の

貯

蔵

施

設 

 

ペレット保管ラックＢ型 No.1 
― 

1 台 改造 ◯ － － － 

ペレット搬送設備 No.3 
ペレットスタッカクレーン 

1 台 
変更
なし ◯ － － － 

保管容器Ｇ型 
― 

2438 個 
変更
なし － － － ◯ 

ペレット保管ラックＥ型 No.2-1 
― 

1 台 改造 － ◯ － － 

燃料棒保管ラックＢ型 No.1 
― 

1 台 改造 － ◯ － － 

燃料棒保管ラックＢ型 No.2 
― 

1 台 改造 － － － ◯ 

燃料棒搬送設備 No.7 
燃料棒スタッカクレーン 

1 台 改造 － ◯ － － 

燃料棒搬送設備 No.7 
燃料棒トレイコンベア 

1 台 
変更
なし － ◯ － － 

保管容器Ｈ型 
― 

718 個 
変更
なし － － － ◯ 

燃料集合体保管ラックＥ型 No.1 
― 

1 台 撤去 － ◯ － － 

※：核燃料物質の移動に使用するため、工事の使用前に検査を行い、その後仮置きし、

復旧後の検査を実施する。 

 

 2.認可関係 

認可年月日及び認可番号等 

令和元年１０月８日 原規規発第 1910082 号 

（令和2年 4月 6日付け熊原第20-003号にて軽微な変更の届出） 
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Ⅳ 検査方法 

〇核燃料物質の貯蔵施設 
（原料保管設備Ｅ型 No.1、原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2、原料保管
設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4、保管容器Ｆ型、保管容器Ｆ型（中性子吸収
板Ｉ型内蔵型）、保管容器Ｇ型、燃料棒保管ラックＢ型 No.2、保管容器Ｈ型） 

 

１．材料検査 

   (1)検査前確認事項 

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。 

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。 

(2)検査手順 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 

耐震補強部材の材料が添付資料-2「表１」のとおりであることを申請者の

品質記録により確認する。 

 

【燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

① 耐震補強部材の材料が添付資料-2「表２」のとおりであることを申請者の

品質記録により確認する。 

② 防塵カバーの材料が添付資料-2「表３」のとおり不燃性材料であることを

申請者の品質記録により確認する。 

 

２．員数検査 

   (1)検査前確認事項 

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。 

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。 

 (2)検査手順 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 

耐震補強部材の員数が添付資料-2「表１」のとおりであることを申請者の

品質記録により確認する。 

 

【燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

耐震補強部材の員数が添付資料-2「表２」のとおりであることを申請者の

品質記録により確認する。 

 

３．配置検査 

   (1)検査前確認事項 

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。 

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。 

(2)検査手順 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 

① 既設の配置を申請者の品質記録により確認する。 
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② 耐震補強部材の配置を立会い又は申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－１－３、図ヘ－６－１～５」参照） 

 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2】 

既設の配置を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－１－３、図ヘ－７－３、４」参照） 

 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 

復旧後の配置を立会いにより確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－１－３、図ヘ－７－７、８」参照） 

 

【保管容器Ｆ型】 

既設の配置を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「表ヘ－８－１」参照） 

 

【保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型）】 

既設の配置を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「表ヘ－８－２」参照） 

 

【保管容器Ｇ型】 

既設の配置を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「表ヘ－１１－１」参照） 

 

【燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

① 既設の配置を申請者の品質記録により確認する。 

② 耐震補強部材の配置を立会い又は申請者の品質記録により確認する。 

③ 防塵カバーの配置を立会い又は申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－１－４、図ヘ－１３－１、５～７」参照） 

 

【保管容器Ｈ型】 

既設の配置を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「表ヘ－１５－１」参照） 

 

４．据付検査 

   (1)検査前確認事項 

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。 

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。 

(2)検査手順 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 
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① 耐震補強部材の据付位置及び据付状態を立会い又は申請者の品質記録に

より確認する。 

② 耐震補強部材のうちアンカーボルトの径及び本数を立会い又は申請者の

品質記録により確認する。 

（添付資料-2「表１」、「表ヘ－６－１」、「図ヘ－１－３、図ヘ－６－１～

５」参照） 

 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 

復旧後の据付位置及び据付状態を立会いにより確認する。 

（添付資料-2「表ヘ－７－４」、「図ヘ－１－３、図ヘ－７－７」参照） 

 

【燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

① 耐震補強部材の据付位置及び据付状態を立会い又は申請者の品質記録に

より確認する。 

② 耐震補強部材のうちアンカーボルトの径及び本数を立会い又は申請者の

品質記録により確認する。 

（添付資料-2「表２」、「表ヘ－１３－２」、「図ヘ－１－４、図ヘ－１３

－１、５～７」参照） 

 

５．外観検査 

   (1)検査前確認事項 

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。 

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。 

③ 検査に使用する検査用計器が必要な測定範囲及び精度を有し、校正が適

切に行われ、有効期限内であることを校正記録により確認する。 

    (2)検査手順 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 

① 既設の外観を申請者の品質記録により確認する。 

② 耐震補強部材の外観を立会い又は申請者の品質記録により確認する。 

③ ウランが存在する部位の高さを立会い又は申請者の品質記録により確認す

る。 

④ 既設で不要なアンカーボルトが撤去されていることを立会い又は申請者の

品質記録により確認する。 

（添付資料-2「表へ－６－１」、「図ヘ－１－３、図ヘ－６－１～６」参照） 

 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2】 

① 既設の外観を申請者の品質記録により確認する。 

② ウランが存在する部位の高さを立会い又は申請者の品質記録により確認す

る。 
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（添付資料-2「表ヘ－７－２」、「図ヘ－１－３、図ヘ－７－３、４」参照） 

 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 

復旧後の外観を立会いにより確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－１－３、図ヘ－７－７、８」参照） 

 

【保管容器Ｆ型】 

既設の外観を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－８－１」参照） 

 

【保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内臓型）】 

既設の外観を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－８－２」参照） 

 

【保管容器Ｇ型】 

既設の外観を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－１１－１」参照） 

 

【燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

① 既設の外観を申請者の品質記録により確認する。 

② 耐震補強部材の外観を立会い又は申請者の品質記録により確認する。 

③ 防塵カバーの外観を立会い又は申請者の品質記録により確認する。 

④ ウランが存在する部位の高さを立会い又は申請者の品質記録により確認す

る。 

（添付資料-2「表ヘ－１３－２」、「図ヘ－１－４、図ヘ－１３－１、５～７」

参照） 

 

【保管容器Ｈ型】 

既設の外観を申請者の品質記録により確認する。 

（添付資料-2「図ヘ－１５－１」参照） 

 

６．作動検査 

   (1)検査前確認事項 

① 申請者の品質記録が準備されていることを確認する。 

② 必要な図面等が準備されていることを確認する。 

③ 検査に使用する検査用計器が必要な測定範囲及び精度を有し、校正が適切

に行われ、有効期限内であることを校正記録により確認する。  

(2)検査手順 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 



定格荷重に相当すろ模擬搬送物を搭載し、搬送できるこど及び搬送中に動

力供給を停止した場合、模擬搬送物を安全に保持できていることを申請者の

品質記録により確認する。
.．.．．--, 

定格荷重：：
~ -----・' 

（添付資料ー2「表ヘー 7-4」参照）

7・ 設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査

(1)検査前確認事項

①申請者の品質記録か準備されていることを確認するc

必要な図面等が準備されていることを確認する。

(2)検査手順

設計の変更が生じた構葉物等に/~)いて、設工認申請書に従って行われ、

下記の性能の技術晶準への適合性が確認されていることを申請者の品質記

録により確認する<

・核燃料物質の臨界防止（第3条第 1項）

・火災等による損傷の防止（第 4条第 3項）

・地雲による損傷の防止（第 6条第 1項）

•加工施設内における溢水による損傷の防止（第 1 0条）

・閉じ込めの機能（第 12 

•安全機能を有する施設（第 1 6条第2項）

．搬送設備（第 17条）

v 判定基準
0椋燃料物質の貯蔵施設
（原料保管設備E型 No.1、原料保管設備E型原料搬送設備！粉末搬送機 No．ど、椋料保管
設備E型原料搬送設備／粉末搬送機No.4、保管容器F型、保管容器F型（中性千吸収板
I型内蔵型）、保管容器G型、燃料棒保管ラ，ック B型 No.2、保管容器H型）

1. 材料検査

【原料保管設備E型 No.1] 

耐震補強部材の材料が添付資料―2 1」のとおりであること。

【燃料棒保管ラッタ B型＼＇o.2】

①耐需補強部材の材料が活付資料ー2『表 2」のとおりであるこどう

防塵カバーの材料か添付資料―2［表 3」（l)とおりであること。

2.員数検査

【原料保管設備E型 No.1) 

耐證補強部材の員数が泊付資料•-2 1」のと記りであること。

［燃料棒保管ラソク B型 No.2】

-8 -
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耐震補強部材の員数が添付資料-2「表２」のとおりであること。 

 

３．配置検査 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 

① 既設の配置が設工認申請書のとおりであること。 

② 耐震補強部材の配置が設工認申請書のとおりであること。 

 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2】 

既設の配置が設工認申請書のとおりであること。 

 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 

復旧後の配置が設工認申請書のとおりであること。 

 

【保管容器Ｆ型】 

既設の配置が設工認申請書のとおりであること。 

 

【保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型）】 

既設の配置が設工認申請書のとおりであること。 

 

【保管容器Ｇ型】 

既設の配置が設工認申請書のとおりであること。 

 

【燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

① 既設の配置が設工認申請書のとおりであること。 

② 耐震補強部材が設工認申請書のとおりであること。 

③ 防塵カバーの配置が設工認申請書のとおりであること。 

 

【保管容器Ｈ型】 

既設の配置が設工認申請書のとおりであること。 

 

４．据付検査 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 

① 耐震補強部材の据付位置及び据付状態が設工認申請書に記載されたとお

りであること。 

② 耐震補強部材のうちアンカーボルトの径及び本数が設工認申請書に記載

されたとおりであること。 

 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 

復旧後の据付位置及び据付状態が設工認申請書に記載されたとおりであるこ



。
し」

【燃料棒保管ラック B型 No.2] 

①耐窟補弛部材の据付位閥及び据付状態

りであること。

②耐震補強部材のうちアンカ

されたとおりであること。

申請書に記載さ とお

ルトの径及 が設工認申

5.外観検査

【原料保管設備E型＼o.1] 

①既設の外観に使用上有害な傷、変形かないこと C

②耐震補強部材の外観に使用上有害な傷、変形がないこと 3

③ 耐窟補強部材の溶接部に変形及び欠陥がないこと。
’―--

④ ウランか存在する部位の高さが床からL--tm以上であること 3

⑤既設で不要なアンカーホルトが設工認申請書に記載されたと］い）に撤去

されていること e

［原料保管設備E型原料搬送設備！粉末搬送機No．口］

①既設の外観に使用上有害な傷、変形がないこと。

②ウランが存在する部位の高さが床からiこ}111以上であること

【原料保管設備E型原料搬送設備，粉末搬送機No.4]

復旧後の外観に使用上有害な傷、変形がないことら

［保管容器F型l
既設の外観に使用上有害な傷、 なしヽ ことも

（保管容器F型（中性＋吸収板 I型内臓型） ］ 

既設の外観に使用上有害な傷、 なしヽ ことさ

【保管容器G型】

既設の外観に使用上有害な傷、変形 こどこヽず^
ー

【燃料棒保管ラ；；タ B型 No.2] 

既設の外観に使用上有害な傷、変形かないこと。

耐虐補強部材の外観に使用上有害な傷、変形かないこと。

③耐窟補強部材の溶接部に変形及び欠陥かないことむ

防塵カバーの外観に使用上有害

ウランが存在する部位の高さ

-10 -
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【保管容器Ｈ型】 

既設の外観に使用上有害な傷、変形がないこと。 

 

６．作動検査 

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 

① 定格荷重に相当する模擬搬送物を搬送できること。 

② 動力供給を停止した場合、模擬搬送物を安全に保持できること。 

 

７．設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査 

設工認申請書に従って行われ、下記の性能の技術基準に適合していること。 

・核燃料物質の臨界防止（第３条第１項） 

・火災等による損傷の防止（第４条第３項） 

・地震による損傷の防止（第６条第１項） 

・加工施設内における溢水による損傷の防止（第１０条） 

・閉じ込めの機能（第１２条） 

・安全機能を有する施設（第１６条第２項） 

・搬送設備（第１７条） 

 

 

 

Ⅵ その他 

設工認申請書に記載されている核燃料物質の加工の事業に関する規則第３条の６

第４号に基づく加工施設の性能検査をもって終了とする。 

 

Ⅶ 添付資料 

添付資料-1 立会区分表 

添付資料-2 関連図書 

（1/38）表１            原料保管設備Ｅ型 No.1 耐震補強の項目 
表２            燃料棒保管ラックＢ型 No.2 耐震補強の項目 
表３            燃料棒保管ラックＢ型 No.2 材料一覧（防塵カバー） 

（2、3/38）表ヘ－６－１   原料保管設備Ｅ型 No.1 仕様 

（4、5/38）表ヘ－７－２  原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 粉末搬送機 No.2 仕様 

（6、7/38）表ヘ－７－４  原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 粉末搬送機 No.4 仕様 

（8、9/38）表ヘ－８－１   保管容器Ｆ型 仕様 

（10、11/38）表ヘ－８－２   保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内臓型） 仕様 

（12、13/38）表ヘ－１１－１ 保管容器Ｇ型 仕様 

（14～16/38）表ヘ－１３－２ 燃料棒保管ラックＢ型 No.2 仕様 

（17、18/38）表ヘ－１５－１ 保管容器Ｈ型 仕様 
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（19/38）図ヘ－１－３  第 2 加工棟の設備及び機器の配置詳細図（1 階） 

（20/38）図ヘ－１－４  第 2 加工棟の設備及び機器の配置詳細図（2 階） 

（21/38）図ヘ－６－１  原料保管設備Ｅ型 No.1 

（22/38）図ヘ－６－２  原料保管設備Ｅ型 No.1（図ヘ－６－１①拡大図） 

（23/38）図ヘ－６－３  原料保管設備Ｅ型 No.1（図ヘ－６－１②拡大図） 

（24/38）図ヘ－６－４  原料保管設備Ｅ型 No.1（図ヘ－６－１③拡大図） 

（25/38）図ヘ－６－５  原料保管設備Ｅ型 No.1（各壁面支持側面図） 

（26/38）図ヘ－６－６  原料保管設備Ｅ型 No.1（図ヘ－６－１④拡大図） 

（27/38）図ヘ－７－３  原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 粉末搬送機 No.2 

（28/38）図ヘ－７－４  原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 粉末搬送機 No.2 

（図ヘ－７－３①②拡大図） 

（29/38）図ヘ－７－７  原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 粉末搬送機 No.4 

（30/38）図ヘ－７－８  原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 粉末搬送機 No.4 

 （図ヘ－７－７①②③拡大図） 

（31/38）図ヘ－８－１  保管容器Ｆ型（粉末保管容器） 

（32/38）図ヘ－８－２  保管容器Ｆ型（粉末保管容器） 

（中性子吸収板Ｉ型内臓型） 

（33/38）図ヘ－１１－１ 保管容器Ｇ型（ペレット保管容器） 

（34/38）図ヘ－１３－１ 燃料棒保管ラックＢ型 全体図 

（35/38）図ヘ－１３－５ 燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

（36/38）図ヘ－１３－６ 燃料棒保管ラックＢ型 No.2（続き） 

（37/38）図ヘ－１３－７ 燃料棒保管ラックＢ型 No.2 架構図 

（38/38）図ヘ－１５－１ 保管容器Ｈ型（燃料棒保管容器） 

 

添付資料-3 使用前検査成績書様式 

  



 

 

 

 

立 会 区 分 表 

施設区分 

機器等の名称 
重要度に 

よる区分 
立会区分 

設備・機器名称 

機器名 

安重 

区分 

耐震重要

度分類 

材料 

検査 

員数 

検査 

配置 

検査 

据付 

検査 

外観 

検査 

作動 

検査 

設 計 ＊

変更  

の検査 

備考 

 

核燃料物質の

貯蔵施設 

原料保管設備Ｅ型 No.1 
― 

非安重 

第１類 B B A/B A/B 

A/B － 

B 

［記号説明］ 

A：立会検査 

A/B：抜取立会検査 

B：記録検査 
原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 

粉末搬送機 No.2 第１類 

－ － 

B － 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備 
粉末搬送機 No.4 第１類 A A A B 

保管容器Ｆ型 
― 

－ － － B － B － 
保管容器Ｆ型 

（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 
― 

保管容器Ｇ型 
― 

燃料棒保管ラックＢ型 No.2 
― 第１類 B B A/B A/B A/B － 

保管容器Ｈ型 
― － － － B － B － 

＊設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査  

-1
3

- 

添付資料-1 
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表 1 原料保管設備E型 No.1 耐震補強の項目

補強項目 関連部材 断面等及び員数 対応図
--------------------

壁面支持はりの追加 アンカーホルト ＇図ヘー 6-1~ ----.. ＇ （設備上端／北側） ＇ ＇ 
I図ヘー 6-5

L. —- --
＇ 

はり， ＇ ＇ 
---,)―--- ＇ 
, 「籍 （壁面 ＇ 

諾,—）-- ＇ 
I 

はり，-----（連 ＇ 
結） ＇ 

I 

トラス.， -- ＇ ＇ 
＇ 

既．寇且＿造合部 ＇ 
＇ 

し---: ＇ 
＇ 

壁面支持はりの追加 ア：：：ーカーこホルト ：図ヘー 6-1、
（設備上端／南側）

『
I図ヘー 6-2＇ ＇ ----.. I ヽ

はり， 1（壁
＇ 

面締-結-） --- ：図ヘー 6-4、
尻訟ユ毎合部 I図ヘー 6-5

'-----I ＇ 

上端はり接合ホルトの変更
『――’

＇図ヘー 6-2↓翌年起レト!..-_, ------------1  ' ‘  I ___________  1 ＇ I図ヘー 6-4... ----
；；こ二＿こホルト ＇ 

アンカーホルトの撤去
＇ 

I図ヘー 6-1 
＇ ----.. ＇ -- ----.I 

末 SS400以上の強度を有する材料

表 2 燃料棒保管ラック B型 No.2 耐震補強の項目

補強項目 関連部材 | 断面等及び員数 対応図

＇ はりの追加 アンカーホルト， 図ヘー 13 -5、

（設備南北面）
r----

＇ I 図ヘー 13 -6 
＇ ----.. ＇ 

＇ r----
＇ はり!..---~ 
＇ 

はりの追加 『ア―‘-:::＿カ_ ーホルト'＇ 
図ヘー 13 -5 

（設備東面） L ----I ＇ 

はりり『-―-------, ＇ 
＇ -------------------

末 SS400以上の強度を有する材料

3
 
表
一
麟

燃料棒保管ラック B型 No.2 

部位名

材料一覧（防鹿カバー）

材料

その他 防塵カバー PVC（下燃性）

-14 -
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表ヘー 6-1 原料保管設備E型 No.1 仕様

許可番号（日付） 原規規発第 1803284号（平成 30年 3月28日付け）

許可との対応 加工施設の位置、構造 原料貯蔵設備

及び設備 原料保管設備E型

設備・機器名称 原料保管設備E型No.I 

機器名

変更内容 改造（耐罠補強の仕様を別表ヘー 6-1 -1に示す。）

設置場所 第 2 加工棟，——--- ---( 

員数 l台

型式 多段棚式 (2列X,--［子X9段）

主要な構造材 別表ヘー 6-1-2に示す。

般 寸法（単位： mm) 概略寸法：約「―------------,

仕 その他の構成機器 粉末保管パレソト (I)

様 その他の性能 最大貯蔵能力：L―_―_―_―_―_7
核燃料物質の状態 酸化ウラン粉末

[3. I-Fl] 

技 （単ーユニットの臨界安全）

術 第2-1領域 (L―_―_―_―_―_―_― _-Iを含む）の単ーユニソト「原料保管設備E

基 型 (C-2）」を構成する。

準 濃縮度 5wt％以下

に 幾何学的形状制限（棚配列）

基 粉末保管パレット 1個を収納する棚の配列

づ （パレット 1個を搬送する原料搬送設備（原料保管設備E型原料搬送

＜ 設備 粉末搬送機 No.I、原料保管設備E型原料搬送設備 粉末搬送

仕 機 No.2、原料保管設備E型原料搬送設備 粉末搬送機No.3、原料保

様 管設備E型原料搬送設備 粉末搬送機No.4、原料搬送設備No.2 粉

末缶台車）を含む）

列方向： 2列以下

面間距離： 104cm以上

棚 l列の奥行： 80cm以下

上下方向： 9段以下

中心間距離： 40cm以上

設備の高さ： 455cm以下

横方向：無限個

核燃料物質の臨界防止(3) 中心間距離： 96cm以上

幾何学的形状制限（粉末保管容器（保管容器F型）数）

lパレット当たりの粉末保管容器（保管容器F型）個数： 4個以下

粉末保管容器（保管容器F型）

直径： 30cm以下

高さ： 22cm以下

質呈 •I. I kgU235以下／粉末保管容器（保管容器F型）

粉末保管容器（保管容器F型）の水密構造

減速条件H/U:SI. 0（粉末保管容器（保管容器F型）内）

[3. 2-FZ] 

（複数ユニットの臨界安全）

第2-1領域 (L―_―_―_―_―_―_―_-，を含む）では、単ーユニットの配置を臨界

計算により確認し、複数ユニットの臨界安全評価を実施している。その結

果に基づいて、各単ーユニット「輸送容器搬送コンベア (A-1)」、「輸送容

器搬送コンベア (B-1)」、「粉末缶搬送コンベア 粉末缶移載装置 (A-2)」、

「粉末缶搬送コンベア 粉末缶移載装置 (B-2)」、「原料保管設備D型 (C-

l)」、「原料保管設備E型 (C-2）」を配置している。核的に安全な単ーユニ

ットの配置の維持については、十分な構造強度を有する構造材を用いて

設備・機器を固定している。

[ 4. 3-Fl] 

火災等による損傷の防止(3) 設備本体は下燃性材料である鋼製としている。

材料を別表ヘー 6-1-2に示す。

安全機能を有する施設の地盤(3)

-15 -
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[5. 2. I-Fl] 

耐震重要度分類：第 1類

強度部材を別表ヘー 6-1-2に示す。

地震による損傷の防止
アンカーホルトで床面と壁面に固定している。

床面：＇ ．． ＇ 

＇ 壁面：， ＇ 

＇ ＇ 
＇ ＇ 

＇ L---------------------------
津波による損傷の防止

外部からの衝撃による損傷の防止
(3) 

加工施設への人の下法な侵入等の
防止(3)

加工施設内における溢水による損
[5. 6-Fl] 

傷の防止(2) L―_―_―_―_―_―_―_-re想定する没水水位 7.6 cm に対して、L―_~ cm以上の高さ
でウランを貯蔵し、内部溢水に対し没水しない設計としている。

材料及び構造

[7. I-Fl] 

閉じ込めの機能(2) 粉末保管容器（保管容器F型）を貯蔵する際に落下しないよう、ストッパ

を設けている。

[8. I-Fl] 

貯蔵施設は、最大貯蔵能力を超えないようにウランを貯蔵し、通常時に
遮蔽(3) おける貯蔵施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域

境界での線呈が、線呈告示に定める線呈限度年間 ImSvより十分に低減

する設計としている。
換気(3)

核燃料物質等による汚染の防止(3)

[11. I-Fl] 

設計、製作、エ享及び検査に当たっては、国内法規に基づく規格及び基準

等に漕拠し、通常時及び設計基漕事故時に想定される全ての環境条件に

安全機能を有する施設
おいて、その安全機能を発揮することができる設計としている。

[11. 2-Fl] 

安全機能を確認するための検査及び試験並びに当該安全機能を健全に維

持するための保守及び修理ができるように、これらの作業性を考慮した

設計としている。

搬送設備

警報設備等(3)

安全避難通路等(3)

核燃料物質の貯蔵施設

莞棄施設

放射線管理施設(3)

非常用電源設備(3)

通信連絡設備(3)

[99-Fl] 

第 1類の設備・機器は、更なる安全裕度の確保として、放射線被ばくのお

それを低減するため、 LOG程度に対しても弾性範囲にとどまる設計とし

その他許可で求める仕様 ている。

[99-F2] 

貯蔵施設は、加工享業変更許可申請書に記載している最大貯蔵能力を超

えることのない貯蔵能力を有する設計としている。

添付図
図ヘー 1-1、図ヘー 1-2、図ヘー 1-3、図ヘー 1-5、図ヘー 1-

6、図ヘー 6-1～図ヘー 6-7

(I)粉末保管パレットは 第2加工棟 i.
‘-----------------------------------' 

!.. ______ _ Iにおいて共用する。
(2)粉末保管容器（保管容器F型）の構造（水が容易に侵入しない水密構造としていること、パッキン付きの蓋

をリングバントで締め付けて密閉する構造としていること）については、保管容器F型及び保管容器F型

（中性子吸収板 I型内蔵型）において遁合性を確認する。

(3)次回以降の申請で遁合性を確認する予定の項目を別表ヘー 6-1-3に示す。
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表へ・-7 -2 原料保管設備E型原料搬送設備 粉末胚送機No、2 仕様

芹可番号（日叶） I原規鼠発第 1803284号（ユ成30年 3月28ビ仁け）
許可との対応 I加工芝殺の位置構告布送敗備（粉末）

及び杖備

設置埒所

届数型式 1口7コ／＼ア
主要な愕造材

----, 

----“ ,（粉夫保管容器＇保管容器 F型） 4 

夜

術

基

塗

に

基

づ

く

と

瑛 l核燃和物質の臨界防ょヒ：

火災等によ

ット

（，_ー：：：：：：―-,を含む）の本：ムユニッヘ i

を構成するも

（パレット数）

ペレッ 'I個を胆送する＜

（笑管容器F型）
H/し；；；l．0'粉宋俣管容器 F型）内）

E
 

！卜の臨界安全）--------(I 
‘~ - - - - - - - -...  tt,  

Iを会む）では、阜ーヰニソトの配置を臨界

認し、複数ユニッ

、各単一ユニ9］と

'B 1)］ヽ 令粉末告括送‘コンペア

粉末缶移載装置 (B-2)」、「

型 (Cー：）」を配置しているぐ

いては、十分な構造強度を合する構造材を用いて

しヽるご9

る銅製としている。

の発生を防二しているe

第` 1類
強度部材を別表ヘー 7...2 -1に示す。

アンカーホル/:？床面に国定している，---------------------------I 
L ------------．．_ -------------

: 3) 

加工胞般への人
[5. 5・F!] 

施設湮転朋御系システムは、外音i)からの下正アクでスを遮断する設}と

これは、咳物質防護規定に基づき投置ーていな

L‘3. 6-F l ] 
ける溢水による損I-------- ,--

L -------'で想定する没水水位 7.6 cmに;e::...て,し-＇cm以上の高さ
でウランを取り扱い、内脊93溢水にてい没水しない設計と-ている。

-17... 
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閉

[7. 1-Fl] 

粉末保管容器（保管容器F型）を取り扱り際に落下しないよう、ストッハ

及びガイドを設けている。

[ 1 1, 1 F l : 

設計、製作、

綽に準奥し、

おし戸て、 そ

:1 1. 2-Fll 

安全喋能を確空するための検査及び訳験並びに

持するための保亡及ぴ索理がてきるよきに、これら

設計とし／ていな

[12. !-Fl] 

粉末保管容器（保管容器F型） 4個を積載した粉末喋筈ハレノ、 1信

送する能力な有している0

'.12. I F2] 

当たっては、国内法規に基づく

れる全て

ことができる骰晋I• としているむ

そ

[99・Fl] 

第1類の設備・磯器は、更なる安全裕度の確保どして、放射線被ばくのお

それを低減するため、 LOG程度に対しても弾性範囲にとどまる投計と-

てし、八

図ヘー 1-1、図ヘー 1-2、図ヘー 1-3、図ヘー 1

6、図ヘー 7-3、区ヘー 7-4
(I)粉宋保管ペレットは、第 2加工担,-------------------------------------' 

--------...... -------------------------------------贔＇ --------｀こおいて共出する。(2)粉末保管容器（保管容器F型）の構造

5、図ヘ-1 -

(3) 

しない水密嘩造といているごと、パノキ

ヽること）については、保管容器F

グ）蓋

型

2-2に示す。
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表ヘー 7-4 原料保管設備E型原料搬送設備 粉末搬送機 No.4 仕様

許可番号（日付） 原規規発第 1803284号（平成30年 3月28日付け）

許可との対応 加工施設の位置、構造 搬送設備（粉末）

及び設備 原料搬送設備

設備・機器名称 原料保管設備E型原料搬送設備

機器名 粉末搬送機No.4 

変更内容 変更なし

設置場所 第2加工棟!,._ -----_( 
員数 l台

型式 ローラコンベア

主要な構造材 別表ヘー 7-4-1に示す。

般 寸法（単位： mm) 概略寸法：約:------------,

仕 その他の構成機器 粉末保管パレソト (I)

様 その他の性能 最大取扱呈．，――-------7（粉末保管容器（保管容器F型） 4個）
核燃料物質の状態 酸化ウラン粉末

[3. I-Fl] 

技 （単ーユニットの臨界安全）

術 第2-1領域 (Lー：：：：：：：Iを含む）の単ーユニソト「原料保管設備E
基 型 (C-2）」を構成する。

準 濃縮度 5wt％以下

に 幾何学的形状制限（パレット数）

基 粉末保管パレット1個を搬送する。

づ 粉末保管容器（保管容器F型）の水密構造

＜ 減速条件H/U:SI. 0（粉末保管容器（保管容器F型）内）

仕
核燃料物質の臨界防止(3)

様 [3. 2-FZ] 

（複数ユニットの臨界安全）

第2-1領域(!.―_―_―_―_―_―_―_7を含む）では、単ーユニソトの配置を臨界
計算により確認し、複数ユニットの臨界安全評価を実施している。その結

果に基づいて、各単ーユニット「輸送容器搬送コンベア (A-1)」、「輸送容

器搬送コンベア (B-1)」、「粉末缶搬送コンベア 粉末缶移載装置 (A-2)」、

「粉末缶搬送コンベア 粉末缶移載装置 (B-2)」、「原料保管設備D型 (C-

l)」、「原料保管設備E型 (C-2）」を配置している。核的に安全な単ーユニ

ットの配置の維持については、十分な構造強度を有する構造材を用いて

設備・機器を固定している。

[ 4. 3-Fl] 

設備本体は下燃性材料である鋼製としている。

火災等による損傷の防止(3) 材料を別表ヘー 7-4-1に示す。

[ 4. 3-FZ] 

回路上に配線用遮断器を設け、電気火災の発生を防止している。

安全機能を有する施設の地盤(3)

[5. 2. I-Fl] 

耐震重要度分類：第 1類

地震による損傷の防止 強度部材を別表ヘー 7-4-1に示す。

アンカーホルトで床面に固定している。
--------------------------―’ 
L--------------------------1 

津波による損傷の防止

外部からの衝撃による損傷の防止
(3) 

加工施設への人の下法な侵入等の
[5. 5-Fl] 

防止(3) 施設運転制御系システムは、外部からの下正アクセスを遮断する設計と

する。これは、核物質防護規定に基づき設置している。

加工施設内における溢水による損 [5. 6-Fl] 
傷の防止(2) 没水のおそれがない1 Iに設置している。

材料及び構造
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[7. I-Fl] 

閉じ込めの機能(2) 粉末保管容器（保管容器F型）を取り扱う際に落下しないよう、ストッパ

及びガイトを設けている。

遮蔽
換気(3)

核燃料物質等による汚染の防止(3)

[11. I-Fl] 

設計、製作、エ享及び検査に当たっては、国内法規に基づく規格及び基準

等に準拠し、通常時及び設計基準享故時に想定される全ての環境条件に

安全機能を有する施設
おいて、その安全機能を発揮することができる設計としている。

[11. 2-Fl] 

安全機能を確認するための検査及び試験並びに当該安全機能を健全に維

持するための保守及び修理ができるように、これらの作業性を考慮した

設計としている。

[12. I-Fl] 

粉末保管容器（保管容器F型） 4個を積載した粉末保管パレソト 1個を搬

搬送設備
送する能力を有している。

[12. 1-FZ] 

停電時保持機構を有している。

停電時保持能力：，_――--,

警報設備等(3)

安全避難通路等(3)

核燃料物質の貯蔵施設

廃棄施設

放射線管理施設(3)

非常用電源設備(3)

通信連絡設備(3)

[99-Fl] 

その他許可で求める仕様
第 1類の設備・機器は、更なる安全裕度の確保として、放射線被ばくのお

それを低減するため、 LOG程度に対しても弾性範囲にとどまる設計とし

ている。

添付図
図ヘー 1-1、図ヘー 1-2、図ヘー 1-3、図ヘー 1-5、図ヘー 1-

6、図ヘー 7-7、図ヘー 7-8
----

(I)粉末保管パレットは、第2加工棟し―-----------------------------------' こ：：：：□において共用する。
(2)粉末保管容器（保管容器F型）の構造（水が容易に侵入しない水密構造としていること、パッキン付きの蓋

をリングバントで締め付けて密閉する構造としていること）については、保管容器F型及び保管容器F型

（中性子吸収板 I型内蔵型）において遁合性を確認する。

(3) 次回以降の申請で遁合性を確認する予定の項目を別表ヘー 7-4-2に示す。
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表ヘー 8-1 保管容器F型 仕様

3月28日叶け）

許すこ＇プ）対応

保管容器F型

変更なこ
- -----------------------------第 2加工棟 I ________________________ ! 

,------＝＝＝＝＝＝＝＝=＝===＝=＝＝===＝----＝----＝＝--:, 
F-...  ~.. 疇

L 
r 

-----~ = = = = = = ------第1加工椋' ’い

13000個

円筒型

”;f法：半位：コ）
名の他り升藍成機器

別表ヘー 8-1 

概略て法：競．

1に示す・，

---―' 
様．
その他の性能

最大取扱量'-:::::::::::::::::
古喰士
9災へ 潅t窟重菱度分類：な、./）
敢1ど占ラ

[3. 1-Fl] 

（単•ーユニット立旦見包之）一―----------------
第 2-1領域 (L--------------、---------
の各単ーユニソト「粉宍生寃恙＝ンヘア 粉末缶移紅装堂 (A-2)

缶搬送コンヘア 粉末缶移載妄置 (B-2)」、「原料保管骰備D型

(C-2)」を構成するも

（保管容器F型） 1 

技

ナ

遠

"] 
V

9

 

9
¥
 
基

づ
ジ

竺：
‘I核燃料物質の臨界防工、でけ心

様

濃縮度5元％以下

矮伺学均形吠告lj限

粉天保管容器（洪笠容器F型）

直径： 30cm以下

高さ： 22mn [[ F 

質呈告1j硯

質呈： LIkgし235以下／粉末俣管容器

粉末保筈容器（保管容器F型）の水宮構造

減速条件 H/U~L 0（粉末保管容器

型）

型）内）

（複数ユニッ▲．、
（幻

よる損傷の防止

[4. 3-Fl] 

本体は不燃性材料であるステンレス鋼型と'-ていな

材崎を別表ヘー 8-1 -1に示すe

における搭水による叫
[5. 6・F2] 

パッキン吋きの壺をリングパントで締め忙t▲がて密翠する水密構造ご eダ、
内部溢水による技六や穴災時の消）＜六が浸入しない噂恙としている。 (3}

l-F2] 

パッキン忙きの蓋をリングベントで紹め叶けて密閉する密デ樗造と▲，て

1,ヽる。

よる汚染の訪止
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[11. I-Fl] 

設計、製作、エ享及び検査に当たっては、国内法規に基づく規格及び基準

等に準拠し、通常時及び設計基準享故時に想定される全ての環境条件に

安全機能を有する施設
おいて、その安全機能を発揮することができる設計としている。

[11. 2-Fl] 

安全機能を確認するための検査及び試験並びに当該安全機能を健全に維

持するための保守及び修理ができるように、これらの作業性を考慮した

設計としている。

搬送設備

警報設備等

安全避難通路等

核燃料物質の貯蔵施設

廃棄施設

放射線管理施設

非常用電源設備

通信連絡設備

その他許可で求める仕様

添付図 図ヘー 1-1、図ヘー 1-2、図ヘー 8-1 
--------------------------------------, 

(I)保管容器F型は、第2加工棟 L
’―---------------= ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ = ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝一―------＿―_―_―_―_―_-.! 

I第1加工棟' , 
!:: = = = =一―-----------------------------------------’ 'において共用する。
(2)喩戸了領域 C――-----------------------Iを含む）では、単ーユニットの配置を臨界-------------------------
計算により確認し、複数ユニソトの臨界安全評価を実施している。その結果に基づいて、各単ーユニソト「輸

送容器搬送コンヘア (A-1)」、「輸送容器搬送コンヘア (B-1)」、「粉末缶搬送コンヘア 粉末缶移載装置 (A-

2)」、「粉末缶搬送コンヘア 粉末缶移載装置 (B-2)」、「原料保管設備D型 (C-1)」、「原料保管設備E型 (C-2)」

を配置している。これら第2-1領域の各単ーユニソトの構成に保管容器F型を含ませている。このため保

管容器F型単体での複数ユニットの臨界安全評価は不要である。
(3)保管容器F型を共用する第2-2領域('―---------------------------------→
----- ----_—_—_—_—_—_—_—_—_—- ------------------------＇ '---―ー在含む）、第2-7領域('-----------―れを含む）における核燃料物質の臨界防止について

は、第2-2領域、第2-7領域それぞれに設置された単ーユニソトの構成に保管容器F型を含ませるごと

により、次回以降、設備・機器の設工認で遁合性を確認する。

----------—, (4) 保管容器F型を共用する第一領域 (1 を含む）における核燃料物質の臨界防止について
'―---------- -----------』

は、し—------- --」における輸送容器の取扱いにより、臨界安全評価は不要である。
(5) 保管容器F型は、中性子吸収板 I型を内蔵していないため、粉末・ペレット貯蔵容器 I型に収納した状態で

あっても第 1-3貯蔵容器保管設備に貯蔵できないが、保管容器F型（中性子吸収板 I型内蔵型）は、中性子

吸収板 I型を内蔵しているため、粉末・ペレット貯蔵容器 I型に収納した状態で第 1-3貯蔵容器保管設備

に貯蔵できる。なお、粉末・ペレソト貯蔵容器 I型及び第 1-3貯蔵容器保管設備は、次回以降、設備・機器

の設工認で遁合性を確認する。

(6) なお、水の侵入を想定した最遁減速条件でも未臨界であることを確認している。
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型 t中性子吸収板］型内蔵型）

0年 ‘9月28日’寸け）

仕様

設世揚所

一

般

仕

様
その侶の性能

術

基

噴

に

基

づ

く

仕

様

つ加丁栢＇------------------------------ぶ． I 

------......―---=•—---—--```――――-``｀下—一―一―――_―ー、-`｀--—`I I 

r--＿-＿ー＿て一てで—―一―ー-ご-1「―-------­
L - - - - - --―ーニ==---------、第 1-3貯蔵棟' ’{iJ 

＇ :. Jr‘—~--~”-~ ... •=•_—__-"' .. ---第 1加工樺

L 

別表ヘー 8 2 -lに示す，
『▲4 ．的・-------

—• - - - - -'  

型--------, 
--------＇ 
度分類：な:,)

臨界安合）
------------------------［を含む）------------------------
「粉天缶梱送コンヘア 粉末缶移載装置滋ー2)]、「紛末

」、万託斗保管般備D型 (C-1)」、

湊縮変 5w岱以下

幾伺学的形状制限

型）

中性子吸収板＜

幅： 18cc以上

厚さ： 0冒 lC図以上

材質：ホウ素ノ入りステンレス鋼（ホウ

F型）

1個）

F型）内）

l吋％以上）

（複数ユニットの臨界安合）
_(3) 

[4只

籾湘合別表ヘ―• 8 

ステンしス鐸製としていろ

2 -1に示す，

地震によ

津波によ

外部からの衝撃によ

加工胞設への人の六法な侵入等の

防止

加工胞殷内にお

傷の防止

る襦水によろ損I:.J.かF2]
パッキン付きの蓋をリングパンドで締め付けて密閉ずろ水密構造とし、

内聟滋水による被水や火没時の消火衣が侵入しない構；宕こしているC (8l 

閃し込めの磯能
[7. 

ヘッキン｛寸きの蓋をリングバン て密咲する密封構造とし
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しヽる。

遮蔽

換気

核燃料物質等による汚染の防止

[11. I-Fl] 

設計、製作、エ享及び検査に当たっては、国内法規に基づく規格及び基準

等に準拠し、通常時及び設計基準享故時に想定される全ての環境条件に

安全機能を有する施設
おいて、その安全機能を発揮することができる設計としている。

[11. 2-Fl] 

安全機能を確認するための検査及び試験並びに当該安全機能を健全に維

持するための保守及び修理ができるように、これらの作業性を考慮した

設計としている。

搬送設備

警報設備等

安全避難通路等

核燃料物質の貯蔵施設

莞棄施設

放射線管理施設

非常用電源設備

通信連絡設備

その他許可で求める仕様

添付図 図ヘー 1-1、図ヘー 1-2、図ヘー 8-2

(I)保管容器F型（中性子吸収板 I型内蔵型）は第2加工棟’ ’ 
『―---------------------‘-------= ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ ＝ 

＇ L -----------------------------＿―_—-----—_―_—-----——マ-- ------------
第 1-3貯蔵棟'-----------―ー！第 1加工棟 L----------＇において共用する。
(2) 中性子吸収板 I型は、保管容器F型内に固定され簡単に取外しができない構造としている。核的制限値とし

ての中性子吸収板の吸収効果は、保管容器F型を粉末・ペレソト貯蔵容器 I型に収納して第 1-3貯蔵容器

保管設備に貯蔵する場合にのみ遁用し、それ以外の場合には遁用しない。なお、粉末・ペレソト貯蔵容器 I型

及び第 1-3貯蔵容器保管設備は、次回以降、設備・機器の設工認で遁合性を確認する。

’を含む）では、単ーユニットの配置を臨界(3) 第2-1領域('―------------------------
し-------------------------

計算により確認し、複数ユニソトの臨界安全評価を実施している。その結果に基づいて、各単ーユニソト「輸

送容器搬送コンヘア (A-1)」、「輸送容器搬送コンヘア (B-1)」、「粉末缶搬送コンヘア 粉末缶移載装置 (A-

2)」、「粉末缶搬送コンヘア 粉末缶移載装置 (B-2)」、「原料保管設備D型 (C-1)」、「原料保管設備E型 (C-2)」

を配置している。これら第2-1領域の各単ーユニットの構成に保管容器F型（中性子吸収板 I型内蔵型）を

含ませている。このため保管容器F型（中性子吸収板 I型内蔵型）単体での複数ユニットの臨界安全評価は不

要である。
(4)保管容器F型（中性子吸収板 I型内蔵型）を共用する第2-2領域(,--------------------, 
-------------------- --——_—_—_—_—_—_—_-——_—,—- --------
~ ------------------_,を含む）、第 2-7領域 (L-----------，を含む）における核
燃料物質の臨界防止については、第2-2領域、第2-7領域それぞれに設置された単ーユニットの構成に

保管容器F型（中性子吸収板 I型内蔵型）を含ませることにより、次回以降、設備・機器の設工認で遁合性を

確認する。

(5) 保管容器 F型（中性子吸収板 I 型内蔵型）を共用する第二領域(----------—ー・を含む）における核L-----------1 
燃料物質の臨界防止については、第二領域が 1つの単ーユニソトのみで構成されるため複数ユニソトの臨界

安全評価は不要である。

(6)保管容器F型（中性子吸収板 I艮ご雙）ーとど巴＿すーるー第一領域 L――------------------＿ーし含む）における核燃
料物質の臨界防止については、~----------」における輸送容器の取扱いにより、臨界安全評価は不
要である。

(7)保管容器F型（中性子吸収板 I型内蔵型）は、中性子吸収板 I型を内蔵しているため、粉末・ペレット貯蔵容

器 I型に収納した状態で第 1-3貯蔵容器保管設備に貯蔵できるが、保管容器F型は、中性子吸収板 I型を

内蔵していないため、粉末・ペレット貯蔵容器 I型に収納した状態であっても第 1-3貯蔵容器保管設備に

貯蔵できない。なお、粉末・ペレソト貯蔵容器 I型及び第 1-3貯蔵容器保管設備は、次回以降、設備・機器

の設工認で遁合性を確認する。

(8) なお、水の侵入を想定した最遁減速条件でも未臨界であることを確認している。
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表へ

← -許可番号（口 1ゞ）
冗工施設の位萱、樺造 勺

及ぴ設備
Iヘレッへて

保管容器G型 仕様

,--------------------------
——-

.===＝エ下工＝＝＝＝＝1＝＝～‘
~.::.:;.:.:;.:.:.:.:.:.:.:.:.: :.:.:.: :.: = =＝.:;.:;.:;.:;.:;.:＝＝＝＝吋,'

L ------――_―――_――--------――_-----------------・ 第 1 加•]主~ L. ----------」'’
2438個

笞型

に示す。
- - - - -呵

＇ ソト保管ラソク B型

ー

、なe,)

基

準

に

基
づ
く
べ
仕
様

{』)(4 ] 

[3, !-FI] 

（単ーニニット----------
第 2-3領域 L---------kを含む）の単ー•9ユニッヘべ l，ッ ば
管ラック B翌j

湊箱度5町閃以下

形吠寸法詞限

ペレット

幅： 23cm以下

長さ •27, 5 cm以l▼へ

高さ： 8cm以下

ヘレ，9 卜層数： 7 

考合）

型）内寸

：ペレット保管ラ999B翌氾 l

ットの臨界安全）
—(2( 

[4. 3 Fl] 

ステンレス鋼製と-ている。

材料を別表ヘー 11 1 1 

る氾水による損

よる汚羹の防上

- oc 
と°―
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[11. I-Fl] 

設計、製作、エ享及び検査に当たっては、国内法規に基づく規格及び基準

等に準拠し、通常時及び設計基準享故時に想定される全ての環境条件に

安全機能を有する施設
おいて、その安全機能を発揮することができる設計としている。

[11. 2-Fl] 

安全機能を確認するための検査及び試験並びに当該安全機能を健全に維

持するための保守及び修理ができるように、これらの作業性を考慮した

設計としている。

搬送設備

警報設備等

安全避難通路等

核燃料物質の貯蔵施設

廃棄施設

放射線管理施設

非常用電源設備

通信連絡設備

その他許可で求める仕様

添付図 図ヘー 1-1、図ヘー 1-2、図ヘー 11 -1 

(I) 保管容器G型は、第2加工棟'---------------------------------------
---------------------::.-::.-::.-::.-::.-::.-::.-::.---::.-::.-::.-::.-::.-::.-::.-::.---::.-::.-::.-::.-::.-::.-::.-::.---::.-::.-::.---::.-::.-::.-::.-::.-::.I 

’’  --------------------—- -----—_—_—_—_—_—_—_—_—_—_—- --------------------------’ '第 1加工棟＇ 1において共用する。
-------- =-------上,—---------
(2) 第 2-3領域(---------，を含む）では、 1つの単ーユニソト「ペレソト保管ラソク B型」のみを配

置しており、第 2-3領域に設置された単ーユニソトの構成に保管容器G型を含ませている。このため複数

ユニットの臨界安全評価は不要である。
(3)保管容器G型を共用する第2-2領域('―---------------------------------
------------------..  ----------＿—_―_―ー―ー―_―_―一―ー―ー―_―_―ー―ー―_―_―一―ー―ー―_―_―ー―ー―ー：
1 （を含む）、第2-4領域 (L ' 
戸―含ーむ丁言丘―--7-`ゑ―;―ーご―――ー：こここ―_―＿ここ―ー牝含む） にお7ナ_る]言盲ら責:五―界言止ー1:；し一、77i7言 2-
-2領域、第2-4領域、第2-7領域それぞれに設置された単ーユニソトの構成に保管容器G型を含ませ

ることにより、次回以降、設備・機器の設工認で遁合性を確認する。

(4) 保管容器G型を共用ずる第一領域('――--------］を含む）における核燃料物質の臨界防止について

は、 L―_―_―_―_―_―_―_―_―_―_7における畜喜号面：エ言し71竺り、臨界安全評価は不要である。
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表ヘー 13-2 燃料棒保管ラック B型 No.2 仕様

許可番号（日付） 原規規発第 1803284号（平成 30年 3月28日付け）

許可との対応 加工施設の位置、構造 燃料棒貯蔵設備

及び設備 燃料棒保管ラック B型

設備・機器名称 燃料棒保管ラック B型No.2 

機器名

変更内容
改造（耐震補強） （耐震補強の仕様を別表ヘー 13-2-1に示す。）

改造（火災対簑のため、防塵カバーを下燃性材料に変更する。）

設置場所 第 2加工棟~-----
， 

--』

員数 l台

型式 多段棚式 (I 列"—一桁子 X24 段）
主要な構造材 別表ヘー 13-2-2に示す。

般 寸法（単位： mm) 概略寸法：約L__ ＇ 仕 その他の構成機器 防塵カバー

様 その他の性能 最大貯蔵能力 ::..---------------'Ill
核燃料物質の状態 燃料棒

[3. I-Fl] 

技 （単ーユニットの臨界安全）

術 第2-5領域 (L―_―_―こ＿―＿―_―_―_-｝含む）の単ーユニソト「燃料棒保管ラ

基 ック B型」を構成する。

準 濃縮度 5wt％以下

に 形状寸法制限（棚配列）

基 燃料棒保管容器（保管容器H型）を収納する棚の配列

づ （燃料棒保管容器（保管容器H型） 1個を搬送する燃料棒搬送設備

＜ No. 7（燃料棒搬送設備No.7 燃料棒スタッカクレーン、燃料棒搬送

仕 設備No.7 燃料棒トレイコンベア）を含む）

様 列方向： 2列

列間距離： 400cm以上

横方向：無限個

燃料棒保管容器（保管容器H型）中心間距離： 48cm以上

核燃料物質の臨界防止(3)
上下方向： 24段以下

燃料棒保管容器（保管容器H型）中心間距離： II.8 cm以上

燃料棒保管容器（保管容器H型）

幅： 37cm以下

燃料棒配列： 25本以下／燃料棒保管容器（保管容器H型）

中性子吸収板の吸収効果

中性子吸収板

吸収板幅： 40cm以上

吸収板長さ： 400cm以上

吸収板厚さ： 0.18 cm以上

吸収板配列：燃料棒保管容器（保管容器H型）上下方向2段に1枚の

吸収板を配置する。

材質：ホウ素入りステンレス鋼（ホウ素の含有率I.0 wt％以上）

（複数ユニットの臨界安全）
_(2) 

[ 4. 3-Fl] 

火災等による損傷の防止(3) 設備本体は下燃性材料である鋼製としている。

材料を別表ヘー 13-2-2に示す。

安全機能を有する施設の地盤(3)
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[5. 2. I-Fl] 

耐震重要度分類：第 1類

強度部材を別表ヘー 13-2-2に示す。

アンカーホルトで床面と壁面に固定している。---------

床面：：

地震による損傷の防止
壁面：I

I 

I 

I 

I 

I 

I 

I 

I 

I 

津波による損傷の防止

外部からの衝撃による損傷の防止
[5. 4. I-Fl] 

(3) 最大貯蔵能力を削減することにより、ウランのインベントリの低減を図

っている。

加工施設への人の下法な侵入等の
防止(3)

加工施設内における溢水による損
[5. 6-Fl] 

傷の防止
・L ----------------, 'で想定する没水水位 5.8 cmに対してL―_]cm以上の高
さでウランを貯蔵し、内部溢水に対し没水しない設計としている。

材料及び構造

[7. I-Fl] 

閉じ込めの機能 燃料棒保管容器（保管容器H型）を貯蔵する際に落下しないよう、トレイ

ストッパを設けている。

[8. I-Fl] 

貯蔵施設は、最大貯蔵能力を超えないようにウランを貯蔵し、通常時にお

遮蔽(3) ける貯蔵施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域境

界での線呈が、線呈告示に定める線呈限度年間 ImSvより十分に低減す

る設計としている。

最大貯蔵能力を削減することにより、さらなる線呈の低減を図っている。

換気

核燃料物質等による汚染の防止

[11. I-Fl] 

設計、製作、エ享及び検査に当たっては、国内法規に基づく規格及び基準

等に準拠し、通常時及び設計基準享故時に想定される全ての環境条件に

安全機能を有する施設
おいて、その安全機能を発揮することができる設計としている。

[11. 2-Fl] 

安全機能を確認するための検査及び試験並びに当該安全機能を健全に維

持するための保守及び修理ができるように、これらの作業性を考慮した

設計としている。

搬送設備

警報設備等(3)

安全避難通路等(3)

核燃料物質の貯蔵施設

莞棄施設

放射線管理施設(3)

非常用電源設備(3)

通信連絡設備(3)

[99-Fl] 

第 1類の設備・機器は、更なる安全裕度の確保として、放射線被ばくのお

それを低減するため、 LOG程度に対しても弾性範囲にとどまる設計とし

ている。

その他許可で求める仕様 [99-F2] 

貯蔵施設は、加工享業変更許可申請書に記載している最大貯蔵能力を超

えることのない貯蔵能力を有する設計としている。

さらに、最大貯蔵能力を削減することにより、加工施設のリスクの低減を

図っている。

-28 -



活付図

添付資料ー2(16/38) 

図ヘー 1-1、図ヘー 1•- 2、図ヘー 1-4、区ヘー 1-5、凶ヘ-1 3 
一ー］、図ヘー 13 -5～図ヘー］ 3 -7 

”―------―̀ (1)第2加工桟 こ股置する燃浜甘奉深管ラック B型No.lど燃和棒保管ラック B型No.2の最大L--------1 
貯蔵能力の合計が、軒可に基づく第2加工椋’ー←”--------'-~-""'-----~::-----」乃最大貯蔵能力I.--- 」となる，

”-------―̀ (2)第2-5領域 L--------'を含む；ては、 1つの単ーニニッ～ ［燃和棒保筈ラック B型」豆）みを配翌

している。このため複数ユニ，； Kの臨界安全戸価は下要で麦，

次回以降の申請で遼合性を確陀する予定の項目を別表ヘー 13-2-3に示す3
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酔可との対応

仕様

30年3月28;::付け

設備・機器名称

機器名

変更内容

餃置名所

し

第2加工棟'
9.） 

し—~---_-_-_-_-_―_―_――-----＿_ --_――--＿ _―_―_―------' 

718信l

ハシゴ式（燃料棒25本Xl段）

翠表ヘ-13----1-11こ示す。
慨略寸法：約！-----------~

I 

その他の性能 1個）

技
虐
基
遺
に
基
づ
く
‘

様

核燃料物質の臨界防止い

最大敗扱呈 l---.こ------
＇ ----------

可抱式（荏雪璽要度分類：な''.,.)

燃斜棒．＂ 

lfl] 

直iーユニソ L、(l)臨界安全）

第2-5慄域（［ごごご―＿ご―＿―ニヤ含む）の単ーユニ，；卜「燃料椿俣管ラ

ック B型」を構成する℃

濃差度5w滉以下

喝

幅： 3ご1cm以下

: 25本以下／燃畔棒俣詈容器

ットの臨界安全）
_(2) 

:4. :J-Fl] 
火災等によ こ

旦
外睾からの衝撃に

加工施設への人の大法な侵入等の

圧

ける溢水によろ損

安全機能

[ l l, I F l ] 

設計、製作、工享及び検査に当たっては、

等に準拠し、

おいて、その安全機熊を発揮する：：：と

[ILZ-fl] 

を確認するため

く規格及び基準

れる全ての環境条件に
言十~ ~ 
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放射線管理施設

非常用電源設備

通信連絡設備

その他許可で求める仕様

添付図 図ヘー 1-1、図ヘー 1-2、図ヘー 15 -1 

(I)保管容器H型は、第2加工棟
,-----------------------------

L-----------------------------＇において共用す
る。

(2) 第2-5領域（［ご―_―_―_―_―_―_―ーヤ含む）では、 1つの単ーユニソト「燃料棒保管ラソク B型」のみを配置

しており、第2-5領域に設置された単ーユニソトの構成に保管容器H型を含ませている。このため複数ユ

ニットの臨界安全評価は不要である。

(3)保管容器H型を共用する第2-4領域ここここここここここここここここここ―_―_1を含む）における核燃料物
質の臨界防止については、第2-4領域に設置された単ーユニソトの構成に保管容器H型を含ませることに

より、次回以降、設備・機器の設工認で遁合性を確認する。

-31 -
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＇ -------———————~————- ----------------------------------------------------------------------------
＇ ＇ , ＇ 四：本申請に係る設備・機器
; 1 1 F平面図

＇ 
I 

＇ 
⑥ ：立体角評価における基準点

!... ------------』 x軸：東西方向、 Y軸：南北方向、 Z軸：上下方向

番
名 称 番号 名 称 番号 名 称

万ロ

5011 輸送容器搬送コンベア No.1-1 5019 粉末缶搬送コンベア No.1 5027 原料保管設備E型原料搬送設備粉末搬送機No.2

5012 輸送容器搬送コンベア No.1-2（コンヘアカバーNoIを含む。） 5020 粉末缶搬送コンベア No.2 5028 原料保管設備E型原料搬送設備粉末搬送機No.3

5013 輸送容器搬送コンベア No.2-1 5021 原料搬送設備No.2 粉末スタッカクレーン 5029 原料保管設備E型原料搬送設備粉末搬送機No.4

5014 輸送容器搬送コンベア No.2-2（コンヘアカバーNo2を含む。） 5022 原料搬送設備No.2 粉末缶コンベア 5030 原料保管設備D型No.1 

5015 粉末缶移載装置No.1-1 5023 原料搬送設備No.2 粉末缶コンベア 5031 原料保管設備E型No.1 

5016 粉末缶移載装置No.1-2 5024 原料搬送設備No.2 粉末缶受台 5040 ペレット保管ラック B型No.1 

5017 粉末缶移載装置No.2-1 5025 原料搬送設備No.2 粉末缶台車 5041 ペレット搬送設備No.3 ペレットスタッカクレーン

5018 粉末缶移載装置No.2-2 5026 原料保管設備E型原料搬送設備粉末搬送機No.1 

図ヘー 1-3 第2加工棟の設備及び機器の配置詳細図 (1階）
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 ＇ ----------------------------------------------------------------------------------

2 F平面図
区 ：本申請に係る設備・機器

⑥
 
：立休角評価における基準点

x軸：東西方向、 Y軸：南北方向、 Z軸：上下方向

番号 名 称 番号 名 称 番号 名 称

5047 ペレット保管ラック E型No.2-1 5050 燃料棒保管ラック B型No.2 5052 燃料棒搬送設備No.7 燃料棒スタッカクレーン

5049 燃料棒保管ラック B型No.1 5051 燃料棒搬送設備No.7 燃料棒トレイコンベア 5063 燃料集合体保管ラック E型No.1 

図ヘー 1-4 第2加工棟の設備及び機器の配置詳細図 (2階）
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, --------------------------------------------------
l 図ヘー 6-1 原料保晉設備E型 No.1 I _______  I 

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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-----------------------―一員ミご玉―芯――凧団葎畜董五會八。―.-1――石戸―一喩ご―1--m阿〔釘―------------------------

赤色線 ：追加・変更部、 青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)

器
{
-
諏
翌
'
2
(
2
2
[
3
8
)



,
3
6
 

図ヘー 6-3 原料保管設備E型 No.1 （図ヘー 6-1 ②拡大図）

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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＇ ---------------------------------------------------------------------------------------
図ヘー 6-4 原料保管設備E型 No.1 

赤色線 ：追加・変更部、 青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号

（図ヘー 6-1 ③拡大図）

（単位 mm)
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'... ---------------------------------------------------------------------------------------' 
図ヘー 6-5

赤色線 ：追加・変更部、 青色線

原料保管設備E型 No.1 

：追加・変更部、拡大範囲の指示記号

（各壁面支持側面図）

（単位 mm)
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図ヘー 6-6 原料保管設備E型 No.1 （図ヘー 6-1 ④拡大図）

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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-------------------------------------------------------------------------------------------
図ヘー 7-3 原料保管設備E型原料搬送設備 粉末搬送機No.2

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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L------------------------------------------------------------------------------------------I 

図ヘー 7-4 原料保管設備E型原料搬送設備

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号

粉末搬送機No.2 （図ヘー 7-3 ①②拡大図）

（単位 mm)
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“一―-------------------------------------------------------------------------------------
図ヘー 7-7 原料保管設備E型原料搬送設備 粉末搬送機No.4

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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図ヘー 7-8 原料保管設備E型原料搬送設備 粉末搬送機No.4 （図ヘー 7-7 ①②③拡大図）

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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図ヘー 8-1 保管容器F型（粉末保管容器）

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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図ヘー 11-1 保管容器G型（ペレッ ト保管容器）

赤色線 9・ 追加 ，変更部、青色線 ＇曲I・変更部、拡紺裔囲叫音志屈吾 :(＇単位 mm)

瀦
H
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＇ --------------------------------------------------------------------------

：追加・変更部、 ・変更部、

13-1 燃料棒保管ラック B

の指示記号

全体図

mm) 
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L ＇ ---------------------------------------------------------------------------------------------
図ヘー 13-5 燃料棒保管ラソクB型No、2

赤色線 ：迫加・変門部、 青色線 ：追加・ 、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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図ヘー 13 -6 燃料棒保管ラック B型No.2（続き）

赤色線 ：追加・変更部、青色線 ：追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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＇ -----------------------------------------------------------------------------------

：追加・変更部、 ・変更部、

13-7 燃料棒保管ラック B型No.2 架構図

の指示記号 mm) 
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図ヘー 15-1 保管容器H型（燃料棒保管容器）

赤色線 追加・変更部、青色線 追加・変更部、拡大範囲の指示記号 （単位 mm)
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添付資料－３ 

原規規発第 2010275 号 

 

 

 
 

 

 

原子燃料工業株式会社 熊取事業所

使 用 前 検 査 成 績 書 

（その１－４） 
 

 [核燃料物質の貯蔵施設] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力規制委員会 
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使 用 前 検 査 成 績 書 

申請者及び事業所名 原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検 査 範 囲 

核燃料物質の貯蔵施設 

原料保管設備Ｅ型 No.1 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

保管容器Ｆ型 

保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 

保管容器Ｇ型 

燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

保管容器Ｈ型 

検 査 場 所 
原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

大阪府泉南郡熊取町朝代西一丁目９５０番地 

申 請 年 月 日 及 び 

申 請 番 号 
 

検 査 項 目 検 査 年 月 日 結 果 摘 要 

別紙－２のとおり 別紙－１のとおり 
別紙－２の

とおり 
別紙－２のとおり 

原 子 力 検 査 官 別紙－１のとおり 

検 査 立 会 責 任 者 

（ 役 職 名 ） 
別紙－１のとおり 

備 考 

設工認申請書に記載されている核燃料物質の加工の事業に

関する規則第３条の６第４号に基づく加工施設の性能検査を

もって終了とする。 



 

 

別紙－１ 

検査年月日 原子力検査官 
検査立会責任者 

（役職名） 
特記事項 

年   月   日 

  

 

年   月   日 

  

 

年   月   日 

  

 

年   月   日 

  

 

-5
4

- 
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別紙－２ 

検 査 項 目 検 査 年 月 日 結 果 摘 要 

材 料 検 査     年  月  日  
別紙－３、４ 

のとおり 

員 数 検 査     年  月  日  
別紙－５、６ 

のとおり 

配 置 検 査     年  月  日  
別紙－７、８ 

のとおり 

据 付 検 査     年  月  日  
別紙－９、１０ 

のとおり 

外 観 検 査     年  月  日  
別紙－１１、１２ 

のとおり 

作 動 検 査     年  月  日  
別紙－１３、１４ 

のとおり 

設計変更の生じた構築物

等に対する適合性確認結

果の検査 

    年  月  日  
別紙－１５、１６ 

のとおり 
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別紙－３ 

 

検 査 前 確 認 事 項 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査項目：材料検査 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1  

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

確 認 事 項 結 果 確認方法 

申請者の品質記録が準備されていることを確認する。  記録 

必要な図面等が準備されていることを確認する。  記録 

 

備   考： 
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別紙－４ 

材 料 検 査 記 録 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

判 定 基 準 結 果 検査方法 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 

耐震補強部材の材料が使用前検査実施要領書（以下

「要領書」という。）添付資料-2「表１」のとおり

であること。 

  

【燃料棒保管ラックＢ型 No.1】 

耐震補強部材の材料が要領書 添付資料-2「表２」

のとおりであること。 
  

【燃料棒保管ラックＢ型 No.1】 

防塵カバーの材料が要領書 添付資料-2「表３」の

とおりであること。 
  

備   考： 

 本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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別紙－５ 

 

検 査 前 確 認 事 項 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査項目：員数検査 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

確 認 事 項 結 果 確認方法 

申請者の品質記録が準備されていることを確認する。  記録 

必要な図面等が準備されていることを確認する。  記録 

 

備   考： 
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別紙－６ 

 

員 数 検 査 記 録 

検査年月日：     年    月    日 

検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

判 定 基 準 結 果 検査方法 

【原料保管設備Ｅ型 No.1】 

耐震補強部材の員数が要領書 添付資料-2「表１」

のとおりであること。 
  

【燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

耐震補強部材の員数が要領書 添付資料-2「表２」

のとおりであること。 
  

備   考： 

 本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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別紙－７ 

 

検 査 前 確 認 事 項 

検査年月日：     年    月    日 

検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査項目：配置検査 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

□保管容器Ｆ型 

□保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 

□保管容器Ｇ型 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

□保管容器Ｈ型 

確 認 事 項 結 果 確認方法 

申請者の品質記録が準備されていることを確認する。  記録 

必要な図面等が準備されていることを確認する。  記録 

 

備   考： 
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別紙－８（１/２） 

 

配 置 検 査 記 録 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

判 定 基 準 結 果 検査方法 

【原料保管設備Ｅ型 No.1、原料保管設備Ｅ型原料搬送

設備/粉末搬送機 No.2、燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

既設の配置が設工認申請書のとおりであること。 
  

【原料保管設備Ｅ型 No.1、燃料棒保管ラックＢ型

No.2】 

耐震補強部材の配置が設工認申請書のとおりであ

ること。 

  

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 

復旧後の配置が設工認申請書のとおりであること。   

【燃料棒保管ラックＢ型 No.2】 

防塵カバーの配置が設工認申請書のとおりである

こと。 
  

備   考： 

 本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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別紙－８（２/２） 

 

配 置 検 査 記 録 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□保管容器Ｆ型 

□保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 

□保管容器Ｇ型 

□保管容器Ｈ型 

判 定 基 準 結 果 検査方法 

既設の配置が設工認申請書のとおりであること。   

備   考： 

 本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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 別紙－９ 

 

検 査 前 確 認 事 項 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査項目：据付検査 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

確 認 事 項 結 果 確認方法 

申請者の品質記録が準備されていることを確認する。  記録 

必要な図面等が準備されていることを確認する。  記録 

 

備   考： 
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別紙－１０ 

 

据 付 検 査 記 録 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

判 定 基 準 結 果 検査方法 

【原料保管設備Ｅ型 No.1、燃料棒保管ラックＢ型

No.2】 

耐震補強部材の据付位置及び据付状態が設工認申請

書に記載されたとおりであること。 

  

【原料保管設備Ｅ型 No.1、燃料棒保管ラックＢ型

No.2】 

耐震補強部材のうちアンカーボルトの径及び本数が

設工認申請書に記載されたとおりであること。 

  

【原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4】 

復旧後の据付位置及び据付状態が設工認申請書に

記載されたとおりであること。 
  

備   考： 

 本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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別紙－１１ 

 

検 査 前 確 認 事 項 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査項目：外観検査 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

□保管容器Ｆ型 

□保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 

□保管容器Ｇ型 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

□保管容器Ｈ型 

確 認 事 項 結 果 確認方法 

申請者の品質記録が準備されていることを確認する。  記録 

必要な図面等が準備されていることを確認する。  記録 

検査に使用する検査用計器が必要な測定範囲及び精

度を有し、校正が適切に行われ、有効期限内であるこ

とを校正記録により確認する。 

 記録 

 

備   考： 

 

本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 

 

 

 



別紙ー 12(1/3)

外観検査記録

検査年月日： 年 月 日

検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所

検査対象（口内にレ点を入れる）

核燃料物質の貯蔵施設

口原料保管設備E型 No.1 

口燃料棒保管ラック B型 No.2 

判定基準 結果 検査方法

既設の外観に使用上有害な傷、変形がないこと。

耐震補強部材の外観に使用上有害な傷、変形がない

こと。

耐震補強部材の溶接部に変形及び欠陥がないこと。

【原料保管設備E型 No.1】
l――’ 

ウランが存在する部位の高さが床からL_＿じm以上で
あること。

【原料保管設備E型 No.1】

既設で不要なアンカーボルトが設工認申請書に記

載されたとおりに撤去されていること。

【燃料棒保管ラック B型 No.2】

防塵カバーの外観に使用上有害な傷、変形がないこ

と。

【燃料棒保管ラック B型 No.2】

ウランが存在する部位の高さが床から' 1cm以上で
し—』

あること。

備 考：

立会検査で使用した計測器を別紙ー 17に示す。

本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙ー 18に示す。
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別紙ー 12 (2/3) 

外観検査記録

検査年月日： 年 月 日

検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所

検査対象（口内にレ点を入れる）

核燃料物質の貯蔵施設

口原料保管設備E型原料搬送設備／粉末搬送機No.2

口原料保管設備E型原料搬送設備／粉末搬送機No.4 

判定基準 結果 検査方法

【原料保管設備E型原料搬送設備／粉末搬送機No.2】

既設の外観に使用上有害な傷、変形がないこと。

【原料保管設備E型原料搬送設備／粉末搬送機No.2】

ウランが存在する部位の高さが床かぽ―面cm以上で

あること。
L - • 

【原料保管設備E型原料搬送設備／粉末搬送機No.4】

復旧後の外観に使用上有害な傷、変形がないこと。

備 考：

立会検査で使用した計測器を別紙ー 17に示す。

本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙ー 18に示す。
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別紙－１２（３/３） 

 

外 観 検 査 記 録 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□保管容器Ｆ型 

□保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 

□保管容器Ｇ型 

□保管容器Ｈ型 

判 定 基 準 結 果 検査方法 

既設の外観に使用上有害な傷、変形がないこと。   

備   考： 

 本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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別紙－１３ 

 

検 査 前 確 認 事 項 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査項目：作動検査 

検査対象 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

確 認 事 項 結 果 確認方法 

申請者の品質記録が準備されていることを確認する。  記録 

必要な図面等が準備されていることを確認する。  記録 

検査に使用する検査用計器が必要な測定範囲及び精

度を有し、校正が適切に行われ、有効期限内であるこ

とを校正記録により確認する。 

 記録 

 

備   考： 

 

本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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別紙－１４ 

 

作 動 検 査 記 録 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査対象 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

判 定 基 準 結 果 検査方法 

定格荷重に相当する模擬搬送物を搬送できること。   

動力供給を停止した場合、模擬搬送物を安全に保持

できること。   

備   考：  

本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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別紙－１５ 

 

検 査 前 確 認 事 項 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検査項目：設計変更の生じた構築物等に対する適合性確認結果の検査 

検 査 範 囲 

及び対象機器 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

□保管容器Ｆ型 

□保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 

□保管容器Ｇ型 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

□保管容器Ｈ型 

確 認 事 項 結 果 確認方法 

申請者の品質記録が準備されていることを確認する。  記録 

必要な図面等が準備されていることを確認する。  記録 

 

備   考： 
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別紙－１６ 

設計変更の生じた構築物等に対する 

適合性確認結果の検査記録 
 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

検 査 範 囲 

及び対象機器 

検査対象（□内にレ点を入れる） 

 

核燃料物質の貯蔵施設 

□原料保管設備Ｅ型 No.1 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.2 

□原料保管設備Ｅ型原料搬送設備/粉末搬送機 No.4 

□保管容器Ｆ型 

□保管容器Ｆ型（中性子吸収板Ｉ型内蔵型） 

□保管容器Ｇ型 

□燃料棒保管ラックＢ型 No.2 

□保管容器Ｈ型 

判 定 基 準 結 果 検査方法 

設工認申請書に従って行われ、下記の性能の技術基準に適

合していること。 

・核燃料物質の臨界防止（第３条第１項） 

・火災等による損傷の防止（第４条第３項） 

・地震による損傷の防止（第６条第１項） 

・加工施設内における溢水による損傷の防止（第１０条） 

・閉じ込めの機能（第１２条） 

・安全機能を有する施設（第１６条第２項） 

・搬送設備（第１７条） 

  

備   考： 

 本検査で確認した申請者の品質記録等を別紙－１８に示す。 
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別紙－１７ 

 
使用計測器一覧表 

 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

 

1)本設計器 

検査項目 機器名称 計器番号 測定範囲 精度 
校正年月日 

備考 
校正有効期限 

       

       

       

       

       

 

2)本設計器以外の計器 

 

検査項目 機器名称 計器番号 測定範囲 精度 
校正年月日 

備考 
校正有効期限 
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別紙－１８ 

 

記 録 一 覧 表 

検査年月日：     年    月    日 

                    検査場所：原子燃料工業株式会社 熊取事業所 

No. 確認した書類の名称 文書番号、制定年月日等 備 考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 




